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プロフィール

　9月の台風18号の影響により、茨城県常総市では
鬼怒川の堤防が決壊しました。今回、足立区から近い
吉川市にある中川の吉川水位観測所では、氾濫危険
水位4.2mの所4.48m、草加市にある綾瀬川の谷古宇
水位観測所では氾濫危険水位3.5mの所、3.78mとそ
れぞれ超過し、区内でも堤防の低い地域などで氾濫
する恐れも高まり、荒川でも水位が上がる中で、国交
省の荒川堤防決壊シミュレーションを連想された方
が多かったのではないでしょうか。

河川はんらんに強い足立区を

　区民が迅速に避難するには、堤防決壊前からの情報提供が重要です。「避難準備情報」の時点で、区外へ即時避難
できるよう、日頃からの避難誘導の強化のためにも、「避難準備情報」の周知・啓発活動の徹底を求めました。

＜避難勧告＞発令基準の策定を求めました!1

　すぐに避難を要する状況であっても、要援護者や車などの移動手段を持ち合わせていない人達に対し、身近な
場所で安全に避難場所を確保する必要があります。帰宅困難者対策では民間と協定を数件結んでいますが、水害
に対する協定は都営や公営住宅のみです。そこで、区内の民間マンションの階段や踊り場の開放を働きかけても
らい、緊急時の避難場所のさらなる確保を求めました。

＜緊急避難場所＞区内のマンションの階段・踊り場を利用した
垂直避難の確保を求めました!
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　被害を最小限に防ぐため
には、自治体が発令する「避
難準備情報」「避難勧告」「避難指示」などの発令のタ
イミングが重要になってきます。今回の常総市が地
区に避難指示を出したのは、決壊の18分後でした。
　足立区でも「河川が警戒水位を突破し、洪水のおそ
れがあるとき」などの規定がありますが、最終的には
首長の判断が生死を分けます。
　平成16年の水害を受けて、内閣府では避難勧告な
どのガイドラインを作成し、各自治体に発令基準の
策定を呼び掛けています。しかし、およそ４割の自治
体で具体的な基準が未策定です。川の水位はもちろ
んのこと、上流の降水量や上流の水位、過去のデータ
などから、ある程度、危険な状態を数値化することが
出来るはずです。

実績で勝負
!

区議会レポート
日の入りが早まり、朝晩めっきり涼しくなって秋らしい季節になりました。今回、区議会定例会では、災害対策な
ど様々な質問と提案をしました。今回のレポートでは、災害対策について掲載を致します。
下記にまとめましたので、是非ご覧ください。

荒川、中川、綾瀬川などの河川に囲まれた足立区だからこそ、
緊急避難対策を早急に構築すべき
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　荒川の堤防が決壊する恐れのある場合には、タイ
ムラインを基に全区的に区外への避難とされてい
ますが、その具体的な避難経路・避難場所が示され
ていません。地域ごとによる、具体的な避難経路・避
難場所を示すことが必要です。周辺自治体との相互
の避難方法や受入れ可能数の具体化を含めた広域
避難について、周辺自治体との協議を求めました。

周辺自治体との広域避難の検討を!3

　荒川の堤防が決壊する恐れのある場合には、区民への迅速な避難が求められます。「避難準備情報」の時点で、すぐ
にでも区外へ避難できるよう、日頃からの避難誘導の強化のためにも、「避難準備情報」の周知・啓発活動の徹底を求
めました。

荒川の堤防が決壊する恐れのある場合には、「避難準備情報」の時点で
すぐに区外へ避難できる周知・啓発活動の徹底を求めました!
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災害時の食物アレルギー対応強化を求めました
　食物アレルギーがある人や離乳期の乳幼児、高齢者
など「食の要援護者」がいることを踏まえ、誰もが安全
に食することができるものを基本に備蓄することが必
要です。そのため、日頃より自助の備えを十分にし、共
助の仕組みを作ることが必要です。

　アレルギー対応の食料品や離乳食や乳幼児、高齢者
などの食の援護者の食料品を一般の支援物資と混同し
ないよう保管し、必要な人が利用できる受け渡しの方
法を求めました。

食の要援護者の備蓄を
求めました
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　被災時にアレルギーに関する情報を一括して区民に
提供する情報担当窓口設置を求めました。

アレルギーに関する情報担当
窓口の設置を求めました
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　アレルギーを持つ子供たちが緊急時にアレルギー症
状を正確に伝え、救助を求めたり、アナフィラキー
ショックや様々なアレルギー症状から命を守るために
有効な手段として、緊急時個人カードを区として作成
し、その普及啓発を求めました。

アレルギーを持つ子供たち用に
常時携帯できる緊急時個人カー
ドの作成を求めました
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　アレルギーを持つ家族への防災対策のポイントを書
いたチラシを配布したり、アレルギーを持つ家族への
防災意識を高める取り組みを区として行うよう、求め
ました。

アレルギーを持つ家族への防災
対策のポイントを書いたチラシ
の配布などを求めました
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